
【現年】 消耗品費 58,505円　燃料費 228,378円　印刷製本費 245,300円　登記手数料 201,701円　工
事設計委託料 9,799,900円　工事委託料 54,484,323円　調査業務委託料 13,860,000円　計画策定業
務委託料 1,593,900円　移転登記委託料 530,200円　機器リース料 303,264円　整備工事請負費
19,936,070円　公有財産土地購入費 3,576,144円　職員人件費 3,955,737円
【繰越】 印刷製本費 88,387円　整備工事請負費 11,887,599円　補償金 191,000円

備　 考

項 2 道路橋梁費 目 4 社会資本整備総合交付金事業費

特定財源の名称・金額 社会資本整備総合交付金 52,234,000円　公共事業等債 33,300,000円

令和４年度
経費の内訳

事務事業に係る経費の詳細

予算科目（歳出区分) 会計 1 一般会計 款 7 土木費

  うち繰越分↓
110,050,000

  うち繰越分↓

521,003 1,653,986 一般財源(e) 16,891,921
  うち繰越分↓

35,406,408

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
うち受益者負担

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
 その他(d)

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

20,400,000
  うち繰越分↓

7,900,000 4,900,000

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓
33,808,000

  うち繰越分↓

2,195,000 5,613,000

財
源
内
訳

 国庫支出金(a) 30,670,000
  うち繰越分↓

52,234,000

 県支出金(b)
  うち繰越分↓

 地方債(c) 21,100,000
  うち繰越分↓

33,300,000

  うち繰越分↓

164,258,000
  うち繰越分↓

10,616,003 12,166,986 0

３　事業費の推移と評価対象年度経費

令和３年度 令和４年度（評価対象年度） 令和５年度（見込）

事業費【(a)～(e)の合計】 68,661,921
  うち繰越分↓

120,940,408

事務事業の内容
どのような方法・手段で
事務事業を行ったか

【社会資本整備総合交付金】 町が作成した社会資本整備計画に基づき政策目的実現のための基幹的な
社会資本整備事業のほか関連する社会資本整備や効果促進事業を総合的・一体的に支援する事業であ
る。本町では現在、基幹事業として「谷門横峯線」「美濃田淵線」「スポーツセンター線」「南川縁線」の町道
4路線について改良・整備を図っていく。
【防災・安全交付金】 町が作成した命と暮らしを守るインフラ再構築又は生活空間の安全確保を実現する
ための「整備計画」に基づく取り組みについて政策目的実現のための基幹的な社会資本整備事業のほ
か、関連する社会資本整備や効果促進事業を総合的・一体的に支援する事業である。本町においては現
在、基幹事業として「金川大堀線」を実施していく。
【道路メンテナンス事業】 各地方公共団体が策定する長寿命化修繕計画に基づき、各構造物に対して実
施される点検、対策及び長寿命化修繕計画の策定及び更新事業である。本町においては現在、基幹事業
として「橋梁修繕」「橋梁定期点検」を実施していく。

事務事業の成果
結果・実績はどうか

【防災・安全交付金】
　〔金川大堀線〕道路拡幅工事

【道路メンテナンス事業】
　〔橋梁長寿命化修繕〕橋梁補修調査設計業務1橋、橋梁修繕工事2橋
　〔橋梁定期点検調査業務〕2ｍ以上橋梁50橋の点検実施

特記事項

２　事務事業の目的・内容・成果

事務事業の対象
具体的に誰(なに)を

町道利用者等 対 象 者 同左

事務事業の目的
どのような状態にしたいのか

　「整備計画」に策定されている内容に基づき、計画的に整備を図っていきたい。

事業継続年数 事業開始年度 平成22年度

分野別施策 ３　道路・交通網の整備 所 属 長 末内 良明

主な施策 ３　町道の整備 電話番号 79-5342

第２次
総合計画体系

政策目標 ５　快適で便利なまち 担当部署 建設課

根拠法令等 道路法　社会資本整備総合交付金交付要綱

事業実施方法区分

東みよし町 事務事業評価シート 評価年度 令和５年度 事業年度 令和４年度

１　事務事業の概要

事務事業名 社会資本整備総合交付金事業（道路事業関係） 整理番号 1310-017

町直営 全部委託 一部委託 補助金等指定管理

5年以内 6年～10年 11年～20年 21年以上


